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１． はじめに 

「新橋田村町地区市街地再開発事業 地下連絡通路工

事」は、建築・土木一体の再開発案件のうち、新設のビル

より既設のビルに向けて、幅 8.2m，高さ 5.2m，長さ 15.5

ｍの連絡通路を構築する工事である。このうち長さ 12.5m

について URT 工法を採用し、設計・施工を行った(図-1)。

本稿では URT 工法の選定と、設計・施工段階における施

工条件に適応した取り組みについて述べる。 

本工事は、供用中の都道と既設の下水道直下を横断方向

に掘削して新設ビル・既設ビル間を結ぶ。両ビル間には高

低差があり、地下通路の勾配は 6%である。 

２．工法選定 

URT 工法は、鉄道または道路を挟んで発進立坑および到達立坑を設け、必要なトンネル断面を箱型中空の鋼製

エレメントで取り囲み覆工する工法である。施工にあたり開削工法、パイプルーフ工法、函体推進工法に対して

施工性の比較・検討を行い(表-1)、本工法を選定した。 

３．設計 

３-１．URT 工法適用にあたっての課題 

本工事の規模で URT 工法を適用する場合、通常は本設躯体の側部と上部または下部に作業用エレメントが必要

となるが、躯体上部は既設の下水道があり、作業用エレメント設置は困難である。一方、躯体下部に作業エレメ

ントを設けるためには掘削底面を新設ビルの躯体構築のために必要な高さより下げる必要があり、追加の掘削・
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埋戻し作業が生じる(図-2)。本案件の工程は建築工事が大部分を占め、新設ビル側の施工ヤードには地下通路構

築後、建築躯体工事・設備工事が入り、全体工程におけるクリティカルとなる。 

３-２．作業用エレメントの省略が可能な URT の設計 

全体工程でクリティカルとなる建築工事の工程を

優先し、引き渡し後の工事を少なくすることを目的

として、躯体下部の作業用エレメントを省略するこ

とが可能となるように設計した。URT の部材間の結

合条件は、作業用エレメントを用いて PC 緊張を行

うため、基本は剛結である(図-3)。下床エレメント

を作業エレメント兼用とし、下床エレメントと側壁

エレメント間に PC 定着部を設けるにあたり、両エ

レメントの結合条件はピン結合として構造検討を行

った。側壁エレメントと下床エレメント間に生じる

せん断力に対しては、せん断補強部材で受ける構造

とした(図-4)。 

４．施工 

   狭小な作業ヤードでの施工に対して、建築の施工ステップに合わせた作業架台、反力架台の構造検討を行い、

エレメントの推進を行った(写真-1)。推進勾配 6％は既往の施工事例で最大勾配となった。高流動コンクリート

打設にあたってはエレメント褄に作用するコンクリート圧を考慮して、鋼材の補強を行った。 

５．まとめ 

供用中の都道と埋設物直下における地下通路の構築工法を比較検討し、URT 工法を選定した。URT 工法の適

用にあたって、全体工程への影響を考慮し作業用エレメントの省略が可能な URT の構造を設計した。施工条件

に対して安全性や品質の検討を行い、工事を進め、連絡通路の構築を完了した(写真-2)。 

写真-2 連絡通路構築完了 写真-1 エレメント推進状況 
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